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(57)【要約】
【課題】同時同量制御が確実に実施される電力託送を支
援する電力託送支援装置の提供。
【解決手段】電力供給者１０から電力需要者２０への電
力系統１を介した電力託送を支援する電力託送支援装置
３０が、規定時間内での電力供給者１０による電力系統
１への供給電力量を検出可能な供給電力検出手段３１と
、規定時間内での電力需要者２０による電力系統１から
の受電電力量を検出可能な受電電力検出手段３２と、規
定時間内での電力供給者１０による供給電力量と電力需
要者２０による受電電力量とを等しくさせるために、電
力供給者１０による電力系統１への供給電力及び電力需
要者２０による電力系統１からの受電電力の両方を調整
対象として、規定時間内での電力供給者１０による供給
電力量の調整及び電力需要者２０による受電電力量の調
整の少なくとも何れか一方を行なわせる調整支援処理を
行なう需給調整支援手段３５を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力供給者から電力需要者への電力系統を介した電力託送を支援する電力託送支援装置
であって、
　規定時間内での前記電力供給者による前記電力系統への供給電力量を検出可能な供給電
力検出手段と、
　前記規定時間内での前記電力需要者による前記電力系統からの受電電力量を検出可能な
受電電力検出手段と、
　前記規定時間内での前記電力供給者による前記供給電力量と前記電力需要者による前記
受電電力量とを等しくさせるために、前記電力供給者による前記電力系統への供給電力及
び前記電力需要者による前記電力系統からの受電電力の両方を調整対象として、前記規定
時間内での前記電力供給者による前記供給電力量の調整及び前記電力需要者による前記受
電電力量の調整の少なくとも何れか一方を行なわせる調整支援処理を行なう需給調整支援
手段を備える電力託送支援装置。
【請求項２】
　前記需給調整支援手段は、前記調整支援処理において、
　前記供給電力検出手段及び前記受電電力検出手段の検出結果に基づいて、前記規定時間
内の所定タイミングまでの前記電力供給者による暫定供給電力量及び前記電力需要者によ
る暫定受電電力量とを比較して、
　前記暫定供給電力量の方が前記暫定受電電力量よりも多い場合には、前記電力供給者に
対する前記電力系統への供給電力の減少要求の伝達及び前記電力需要者に対する前記電力
系統からの受電電力の増大要求の伝達の少なくとも何れか一方を行い、
　前記暫定受電電力量の方が前記暫定供給電力量よりも多い場合には、前記電力供給者に
対する前記電力系統への供給電力の増大要求の伝達及び前記電力需要者に対する前記電力
系統からの受電電力の減少要求の伝達の少なくとも何れか一方を行なう請求項１に記載の
電力託送支援装置。
【請求項３】
　前記電力供給者は、発電電力を前記電力系統に供給可能な発電設備を有し、前記発電設
備の発電電力を調整することで前記電力系統への供給電力を調整でき、
　前記電力需要者は、電力消費設備と自家発電設備とを有し、前記電力消費設備による消
費電力から前記自家発電設備による発電電力を減算して導出される不足電力を前記電力系
統からの受電電力で賄い、前記自家発電設備の発電電力を調整することで前記電力系統か
らの受電電力を調整でき、
　前記需給調整支援手段は、前記調整支援処理において、
　前記暫定供給電力量の方が前記暫定受電電力量よりも多い場合には、前記規定時間内で
の前記電力供給者による前記供給電力量と前記電力需要者による前記受電電力量とを等し
くするために、前記電力供給者の前記発電設備の発電電力を減少させることで前記電力供
給者による前記電力系統への供給電力を減少調整するときのコスト減少量と、前記電力需
要者の前記自家発電設備の発電電力を減少させることで前記電力需要者による前記電力系
統からの受電電力を増大調整するときのコスト減少量との合計が最大になるように、前記
電力供給者による前記供給電力の減少調整値及び前記電力需要者による前記受電電力の増
大調整値を決定して、前記供給電力の減少調整値を反映した供給電力の減少要求、及び、
前記受電電力の増大調整値を反映した受電電力の増大要求の少なくとも何れか一方を伝達
し、
　前記暫定受電電力量の方が前記暫定供給電力量よりも多い場合には、前記規定時間内で
の前記電力供給者による前記供給電力量と前記電力需要者による前記受電電力量とを等し
くするために、前記電力供給者の前記発電設備の発電電力を増大させることで前記電力供
給者による前記電力系統への供給電力を増大調整するときのコスト増大量と、前記電力需
要者の前記自家発電設備の発電電力を増大させることで前記電力需要者による前記電力系
統からの受電電力を減少調整するときのコスト増大量との合計が最小になるように、前記
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電力供給者による前記供給電力の増大調整値及び前記電力需要者による前記受電電力の減
少調整値を決定して、前記供給電力の増大調整値を反映した供給電力の増大要求、及び、
前記受電電力の減少調整値を反映した受電電力の減少要求の少なくとも何れか一方を伝達
する請求項２に記載の電力託送支援装置。
【請求項４】
　前記需給調整支援手段は、前記調整支援処理において少なくとも前記電力需要者による
前記受電電力量の調整を行なわせる請求項１に記載の電力託送支援装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電力供給者から電力需要者への電力系統を介した電力託送を支援する電力託
送支援装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特定規模電気事業者等の電力供給者から電力需要者への電力系統を介した電力託送を行
なう場合、規定期間（例えば３０分間）内の、電力需要者による電力系統からの受電電力
量と電力供給者による電力系統への供給電力量とを一致させる同時同量制御が要求される
ことがある。特許文献１には、そのような同時同量制御を行なうため、電力系統に接続さ
れる複数の発電設備のうち、発電電力の調整が可能な発電設備の発電電力を調整して、発
電設備から電力系統への総供給電力量と電力需要者による電力系統からの受電電力量との
偏差を一定にする装置が記載されている。つまり、特許文献１に記載の装置は、規定時間
内での電力供給者による電力系統への供給電力量と電力需要者による電力系統からの受電
電力量とを等しくさせるために、電力供給者による電力系統への供給電力を調整対象とし
ている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－２８４７２３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特定規模電気事業者等の電力供給者が運用する発電設備としては、火力発電所を用いる
ことを想定でき、今後は太陽光発電装置や風力発電装置など再生可能エネルギーを利用し
た発電設備などを用いることも想定できる。この内、従来からある火力発電所は発電電力
の増減調整が比較的容易であるため、上述したような同時同量制御において電力供給者か
ら電力系統への供給電力を調整する場面において有用である。
【０００５】
　しかし、電力供給者がどのような種類の発電設備を用いていたとしても、電力需要者に
よる受電電力が急激に変動した場合などには、規定期間内の電力需要者による受電電力量
と電力供給者による供給電力量とを一致させることは容易ではない。
　他にも、今後は、特定規模電気事業者が運用する複数の発電設備の中で、再生可能エネ
ルギーを利用した発電設備の占める割合が増加することが予想されるが、再生可能エネル
ギーを利用した発電設備の発電電力は気候等の環境に応じて意図せずに変動する可能性が
ある。つまり、電力需要者による受電電力が変動するだけでなく、電力供給者による供給
電力も意図せずに変動してしまうと、従来のように電力供給者による電力系統への供給電
力を調整対象とする手法では、規定期間内の電力需要者による受電電力量と電力供給者に
よる供給電力量とを一致させることは更に容易でなくなる。
【０００６】
　本発明は、上記の課題に鑑みてなされたものであり、その目的は、同時同量制御が確実
に実施される電力託送を支援する電力託送支援装置を提供する点にある。
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【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するための本発明に係る電力託送支援装置の特徴構成は、電力供給者か
ら電力需要者への電力系統を介した電力託送を支援する電力託送支援装置であって、
　規定時間内での前記電力供給者による前記電力系統への供給電力量を検出可能な供給電
力検出手段と、
　前記規定時間内での前記電力需要者による前記電力系統からの受電電力量を検出可能な
受電電力検出手段と、
　前記規定時間内での前記電力供給者による前記供給電力量と前記電力需要者による前記
受電電力量とを等しくさせるために、前記電力供給者による前記電力系統への供給電力及
び前記電力需要者による前記電力系統からの受電電力の両方を調整対象として、前記規定
時間内での前記電力供給者による前記供給電力量の調整及び前記電力需要者による前記受
電電力量の調整の少なくとも何れか一方を行なわせる調整支援処理を行なう需給調整支援
手段を備える点にある。
【０００８】
　上記特徴構成によれば、需給調整支援手段が、電力供給者による電力系統への供給電力
及び電力需要者による電力系統からの受電電力の両方を調整対象とすることで、電力供給
者による電力系統への供給電力のみを調整対象とする場合に比べて、確実に規定期間内の
電力需要者による受電電力量と電力供給者による供給電力量とを一致させることが容易に
なる。
　従って、同時同量制御が確実に実施される電力託送を支援する電力託送支援装置を提供
できる。
【０００９】
　本発明に係る電力託送支援装置の別の特徴構成は、前記需給調整支援手段は、前記調整
支援処理において、
　前記供給電力検出手段及び前記受電電力検出手段の検出結果に基づいて、前記規定時間
内の所定タイミングまでの前記電力供給者による暫定供給電力量及び前記電力需要者によ
る暫定受電電力量とを比較して、
　前記暫定供給電力量の方が前記暫定受電電力量よりも多い場合には、前記電力供給者に
対する前記電力系統への供給電力の減少要求の伝達及び前記電力需要者に対する前記電力
系統からの受電電力の増大要求の伝達の少なくとも何れか一方を行い、
　前記暫定受電電力量の方が前記暫定供給電力量よりも多い場合には、前記電力供給者に
対する前記電力系統への供給電力の増大要求の伝達及び前記電力需要者に対する前記電力
系統からの受電電力の減少要求の伝達の少なくとも何れか一方を行なう点にある。
【００１０】
　上記特徴構成によれば、需給調整支援手段は、規定時間内の所定タイミングまでの電力
供給者による暫定供給電力量及び電力需要者による暫定受電電力量とを比較することで、
その所定タイミングにおいて、暫定供給電力量の方が暫定受電電力量よりも多いのか、又
は、暫定受電電力量の方が暫定供給電力量よりも多いのかを知ることができる。そして、
需給調整支援手段は、暫定供給電力量の方が暫定受電電力量よりも多い場合には、電力供
給者に対する電力系統への供給電力の減少要求の伝達及び電力需要者に対する電力系統か
らの受電電力の増大要求の伝達の少なくとも何れか一方を行うことで、所定タイミング以
降の電力需要者による受電電力量の増分が電力供給者による供給電力量の増分よりも多く
なるようにして、規定期間内の電力需要者による受電電力量と電力供給者による供給電力
量とを近づけることができる。同様に、需給調整支援手段は、暫定受電電力量の方が暫定
供給電力量よりも多い場合には、電力供給者に対する電力系統への供給電力の増大要求の
伝達及び電力需要者に対する電力系統からの受電電力の減少要求の伝達の少なくとも何れ
か一方を行うことで、所定タイミング以降の電力供給者による供給電力量の増分が電力需
要者による受電電力量の増分よりも多くなるようにして、規定期間内の電力需要者による
受電電力量と電力供給者による供給電力量とを近づけることができる。
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【００１１】
　本発明に係る電力託送支援装置の更に別の特徴構成は、
　前記電力供給者は、発電電力を前記電力系統に供給可能な発電設備を有し、前記発電設
備の発電電力を調整することで前記電力系統への供給電力を調整でき、
　前記電力需要者は、電力消費設備と自家発電設備とを有し、前記電力消費設備による消
費電力から前記自家発電設備による発電電力を減算して導出される不足電力を前記電力系
統からの受電電力で賄い、前記自家発電設備の発電電力を調整することで前記電力系統か
らの受電電力を調整でき、
　前記需給調整支援手段は、前記調整支援処理において、
　前記暫定供給電力量の方が前記暫定受電電力量よりも多い場合には、前記規定時間内で
の前記電力供給者による前記供給電力量と前記電力需要者による前記受電電力量とを等し
くするために、前記電力供給者の前記発電設備の発電電力を減少させることで前記電力供
給者による前記電力系統への供給電力を減少調整するときのコスト減少量と、前記電力需
要者の前記自家発電設備の発電電力を減少させることで前記電力需要者による前記電力系
統からの受電電力を増大調整するときのコスト減少量との合計が最大になるように、前記
電力供給者による前記供給電力の減少調整値及び前記電力需要者による前記受電電力の増
大調整値を決定して、前記供給電力の減少調整値を反映した供給電力の減少要求、及び、
前記受電電力の増大調整値を反映した受電電力の増大要求の少なくとも何れか一方を伝達
し、
　前記暫定受電電力量の方が前記暫定供給電力量よりも多い場合には、前記規定時間内で
の前記電力供給者による前記供給電力量と前記電力需要者による前記受電電力量とを等し
くするために、前記電力供給者の前記発電設備の発電電力を増大させることで前記電力供
給者による前記電力系統への供給電力を増大調整するときのコスト増大量と、前記電力需
要者の前記自家発電設備の発電電力を増大させることで前記電力需要者による前記電力系
統からの受電電力を減少調整するときのコスト増大量との合計が最小になるように、前記
電力供給者による前記供給電力の増大調整値及び前記電力需要者による前記受電電力の減
少調整値を決定して、前記供給電力の増大調整値を反映した供給電力の増大要求、及び、
前記受電電力の減少調整値を反映した受電電力の減少要求の少なくとも何れか一方を伝達
する点にある。
【００１２】
　上記特徴構成によれば、電力供給者が有する発電設備の発電電力を調整することで電力
供給者による電力系統への供給電力を調整でき、且つ、電力需要者が有する自家発電設備
の発電電力を調整することで電力需要者による電力系統からの受電電力を調整できる。そ
して、需給調整支援手段は、規定時間内の所定タイミングまでの暫定供給電力量の方が暫
定受電電力量よりも多い場合に、コスト減少量の合計が最大となるように電力供給者によ
る供給電力の減少調整値及び電力需要者による受電電力の増大調整値を決定する。また、
需給調整支援手段は、規定時間内の所定タイミングまでの暫定供給電力量の方が暫定受電
電力量よりも多い場合に、コスト減少量の合計が最大となるように電力供給者による供給
電力の減少調整値及び電力需要者による受電電力の増大調整値を決定する。このように、
コストの減少を最大にしつつ又はコストの増大を最小にしつつ、規定期間内の電力需要者
による受電電力量と電力供給者による供給電力量とを一致させることができる。
【００１３】
　本発明に係る電力託送支援装置の更に別の特徴構成は、前記需給調整支援手段は、前記
調整支援処理において少なくとも前記電力需要者による前記受電電力量の調整を行なわせ
る点にある。
【００１４】
　上記特徴構成によれば、少なくとも電力需要者による受電電力量の調整を利用して、規
定時間内での電力供給者による供給電力量と電力需要者による受電電力量とを等しくさせ
る調整支援処理が行なわれるため、この調整支援処理を行なう際に利用される電力供給者
による供給電力量を相対的に減少させることができる。
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【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】電力託送支援装置及び電力供給者及び電力需要者で構成される電力需給システム
の構成を説明する図である。
【図２】調整支援処理の手法を説明するグラフである。
【図３】調整支援処理の手法を説明するグラフである。
【図４】調整支援処理の手法を説明するグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
＜第１実施形態＞
　以下に図面を参照して本発明の電力託送支援装置３０について説明する。電力託送支援
装置３０は、電力供給者１０から電力需要者２０への電力系統１を介した電力託送を支援
するため、特に、同時同量義務のような規定時間内（例えば３０分間など）での電力供給
者１０による電力系統１への供給電力量と電力需要者２０による電力系統１からの受電電
力量とを等しくさせるための調整支援処理を行う装置である。
【００１７】
　図１は、電力託送支援装置３０と電力供給者１０と電力需要者２０とで構成される電力
需給システムＳの構成を説明する図である。
　電力供給者１０は、発電電力を電力系統１に供給可能な発電設備１１を有する。本実施
形態において、電力供給者１０は、発電設備１１として、電力系統１に接続される２機の
発電所１１Ａ、１１Ｂと１機の太陽光発電所１１Ｃとを有する。発電所１１Ａ、１１Ｂは
、例えば火力発電所など発電電力が可変の設備である。発電所１１Ａ、１１Ｂの発電電力
を調整することで電力供給者１０による電力系統１への供給電力を調整できる。また、太
陽光発電所１１Ｃは、発電電力を意図的に調整できず、気候に応じて発電電力が変化する
設備としている。本実施形態では、これら２機の発電所１１Ａ、１１Ｂと１機の太陽光発
電所１１Ｃとを一体として電力供給者１０の発電設備１１とする。
【００１８】
　電力需要者２０は、電力消費設備２１と自家発電設備２２とを有する。図１では、電力
需要者２０が、電力系統１に接続される２機の電力消費設備２１Ａ、２１Ｂ（２１）と１
機の自家発電設備２２とを有する例を記載している。自家発電設備２２は、例えばコージ
ェネレーション装置など、発電電力が可変の設備である。また、本実施形態では、自家発
電設備２２は、電力消費設備２１で消費される分の電力を発電でき、電力系統１に電力を
供給することはできない。つまり、電力需要者２０は、電力消費設備２１による消費電力
から自家発電設備２２による発電電力を減算して導出される不足電力を電力系統１からの
受電電力で賄うことになる。そして、自家発電設備２２の発電電力を調整することで電力
需要者２０による電力系統１からの受電電力を調整できる。
【００１９】
　電力託送支援装置３０は、供給電力検出手段３１と、受電電力検出手段３２と、需給調
整支援手段３５とを備える。また、図１に示すように、本実施形態の電力託送支援装置３
０は、発電電力検出手段３３と記憶手段３４とを更に備える。この電力託送支援装置３０
は、一般的なコンピュータによって実現できる。図１は、電力託送支援装置３０を実現す
るコンピュータが、通信回線などを介して電力供給者１０及び電力需要者２０と通信可能
に接続されている形態を示している。
【００２０】
　供給電力検出手段３１は、規定時間内での電力供給者１０による電力系統１への供給電
力量を検出可能な装置である。具体的には、供給電力検出手段３１は、電力供給者１０に
よる電力系統１への供給電力を検出し、規定時間の間その供給電力を積算することで供給
電力量を導出できる。また、本実施形態では、供給電力検出手段３１が電力供給者１０の
各発電所１１Ａ、１１Ｂから電力系統１への供給電力を各別に検出している。つまり、供
給電力検出手段３１は電力供給者１０の発電所１１Ａ、１１Ｂの発電電力を各別に検出す
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る装置とも言える。
　受電電力検出手段３２は、規定時間内での電力需要者２０による電力系統１からの受電
電力量を検出可能な装置である。具体的には、受電電力検出手段３２は、電力需要者２０
による電力系統１からの受電電力を検出し、規定時間の間その受電電力を積算することで
受電電力量を導出できる。
　発電電力検出手段３３は、電力需要者２０の自家発電設備２２の発電電力を検出する装
置である。
【００２１】
　記憶手段３４は、電力供給者１０の発電所１１Ａ、１１Ｂ並びに電力需要者２０の自家
発電設備２２の最低発電電力及び最高発電電力及び発電コストに関する情報を記憶してい
る。この発電コストに関する情報は、単位電力を発電するのに要するコストでもよく、或
いは、商業的に単位電力を発電する対価として要求するコスト（即ち、売電単価）でもよ
い。この発電コストに関する情報は、電力供給者１０及び電力需要者２０から予め提供を
受けることで記憶手段３４に記憶されている。
【００２２】
　需給調整支援手段３５は、詳細は後述するが、規定時間内での電力供給者１０による電
力系統１への供給電力量と電力需要者２０による電力系統１からの受電電力量とを等しく
させるために、電力供給者１０による電力系統１への供給電力及び電力需要者２０による
電力系統１からの受電電力の両方を調整対象として、規定時間内での電力供給者１０によ
る供給電力量の調整及び電力需要者２０による受電電力量の調整の少なくとも何れか一方
を行なわせる調整支援処理を行なう。
【００２３】
　具体的には、図１に示したような電力需給システムＳにおいて規定時間内（例えば３０
分間など）での電力供給者１０による電力系統１への供給電力量と電力需要者２０による
電力系統１からの受電電力量とを等しくさせる場合、需給調整支援手段３５は、先ず、供
給電力検出手段３１が検出する電力供給者１０による供給電力量と、受電電力検出手段３
２が検出する電力需要者２０による受電電力量とを比較する。例えば、供給電力検出手段
３１及び受電電力検出手段３２は、規定時間内の所定タイミングにおいて、電力供給者１
０及び電力需要者２０のそれぞれからその規定時間内の所定タイミングまでの暫定供給電
力量及び暫定受電電力量を検出し、需給調整支援手段３５は、それら規定時間内の所定タ
イミングまでの暫定供給電力量及び暫定受電電力量に基づいて、（ｉ）暫定供給電力量の
方が暫定受電電力量よりも多いのか、又は、（ｉｉ）暫定受電電力量の方が暫定供給電力
量よりも多いのか、又は、（ｉｉｉ）暫定受電電力量と暫定供給電力量とが等しいのか、
を判定する。
【００２４】
　（ｉ）暫定供給電力量の方が暫定受電電力量よりも多い場合は、規定時間が満了するま
での残り時間の間に、電力需要者２０による受電電力量を電力供給者１０による供給電力
量に対して相対的に増大させる調整を行なう必要がある。（ｉｉ）暫定受電電力量の方が
暫定供給電力量よりも多い場合は、規定時間が満了するまでの残り時間の間に、電力供給
者１０による供給電力量を電力需要者２０による受電電力量に対して相対的に増大させる
調整を行なう必要がある。（ｉｉｉ）暫定受電電力量と暫定供給電力量とが等しい場合は
、電力供給者１０による供給電力量と電力需要者２０による受電電力量とを変更調整する
必要はない。
【００２５】
　上記事例（ｉ）及び事例（ｉｉ）の場合、需給調整支援手段３５は、規定時間内の所定
タイミングでは乖離している暫定供給電力量と暫定受電電力量を規定時間の満了時点で等
しくさせる調整のために、どの発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２でどのように
運転させるのかを決定する。
　本実施形態では、需給調整支援手段３５は、各発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備
２２に関して、発電電力検出手段３３及び供給電力検出手段３１の検出結果から得られる
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現在の発電電力と、記憶手段３４が記憶している最低発電電力及び最高発電電力に関する
情報とから、発電電力をどれだけ増減出来るかを示す調整可能電力値を導出できる。
【００２６】
　そして、需給調整支援手段３５は、導出した各発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備
２２に関する調整可能電力値と、記憶手段３４が記憶している各発電所１１Ａ、１１Ｂ及
び自家発電設備２２の発電コストに関する情報とに基づいて、どの発電所１１Ａ、１１Ｂ
及び自家発電設備２２の組み合わせに対してどれだけの調整電力値（即ち、増加調整させ
る電力値又は減少調整させる電力値）を要求するのかを決定する。
【００２７】
　具体的には、上記事例（ｉ）のように、規定時間内の所定タイミングまでの暫定供給電
力量の方が暫定受電電力量よりも多い場合、発電所１１Ａ、１１Ｂの発電電力を減少させ
ることでその所定タイミングの後の供給電力を減少させれば、又は、自家発電設備２２の
発電電力を減少させることでその所定タイミングの後の受電電力を増大させれば、供給電
力量と受電電力量とは近づく。つまり、この場合、各発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電
設備２２での発電電力を減少する方向に調整する必要があるため、各発電所１１Ａ、１１
Ｂ及び自家発電設備２２での発電に伴うコストは減少する。従って、需給調整支援手段３
５は、暫定供給電力量の方が暫定受電電力量よりも多い場合には、規定時間内での電力供
給者１０による供給電力量と電力需要者２０による受電電力量とを等しくするために、電
力供給者１０の発電所１１Ａ、１１Ｂの発電電力を減少させることで電力供給者１０によ
る電力系統１への供給電力を減少調整するときのコスト減少量と、電力需要者２０の自家
発電設備２２の発電電力を減少させることで電力需要者２０による電力系統１からの受電
電力を増大調整するときのコスト減少量との合計が最大になるように、各発電所１１Ａ、
１１Ｂ及び自家発電設備２２に関する調整可能電力値と、記憶手段３４が記憶している各
発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２の発電コストに関する情報とに基づいて、電
力供給者１０による供給電力の減少調整値及び電力需要者２０による受電電力の増大調整
値を決定する。以上のようにして、需給調整支援手段３５は、電力供給者１０による供給
電力の減少調整値及び電力需要者２０による受電電力の増大調整値を決定して、電力供給
者１０及び電力需要者２０に対して、供給電力の減少調整値を反映した供給電力の減少要
求、及び、受電電力の増大調整値を反映した受電電力の増大要求の少なくとも何れか一方
を伝達する。
【００２８】
　同様に、上記事例（ｉｉ）のように、規定時間内の所定タイミングまでの暫定受電電力
量の方が暫定供給電力量よりも多い場合、発電所１１Ａ、１１Ｂの発電電力を増大させる
ことでその所定タイミングの後の供給電力を増大させれば、又は、自家発電設備２２の発
電電力を増大させることでその所定タイミングの後の受電電力を減少させれば、供給電力
量と受電電力量とは近づく。つまり、この場合、各発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設
備２２での発電電力を増大する方向に調整する必要があるため、各発電所１１Ａ、１１Ｂ
及び自家発電設備２２での発電に伴うコストは増大する。従って、需給調整支援手段３５
は、暫定受電電力量の方が暫定供給電力量よりも多い場合には、規定時間内での電力供給
者１０による供給電力量と電力需要者２０による受電電力量とを等しくするために、電力
供給者１０の発電所１１Ａ、１１Ｂの発電電力を増大させることで電力供給者１０による
電力系統１への供給電力を増大調整するときのコスト増大量と、電力需要者２０の自家発
電設備２２の発電電力を増大させることで電力需要者２０による電力系統１からの受電電
力を減少調整するときのコスト増大量との合計が最小になるように、各発電所１１Ａ、１
１Ｂ及び自家発電設備２２に関する調整可能電力値と、記憶手段３４が記憶している各発
電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２の発電コストに関する情報とに基づいて、電力
供給者１０による供給電力の増大調整値及び電力需要者２０による受電電力の減少調整値
を決定する。以上のようにして、需給調整支援手段３５は、電力供給者１０による供給電
力の増大調整値及び電力需要者２０による受電電力の減少調整値を決定して、電力供給者
１０及び電力需要者２０に対して、供給電力の増大調整値を反映した供給電力の増大要求
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、及び、受電電力の減少調整値を反映した受電電力の減少要求の少なくとも何れか一方を
伝達する。
【００２９】
　以下、需給調整支援手段による調整支援処理の具体例を上記事例（ｉ）「暫定供給電力
量の方が暫定受電電力量よりも多い場合」に関して説明する。尚、具体例の説明は省略す
るが、上記事例（ｉｉ）「暫定受電電力量の方が暫定供給電力量よりも多い場合」の場合
も同様の調整支援処理を行えばよい。
【００３０】
　需給調整支援手段３５は、上記事例（ｉ）のように暫定供給電力量の方が暫定受電電力
量よりも多い場合には、規定時間が満了するまでの残り時間の間に電力需要者２０による
受電電力量を電力供給者１０による供給電力量に対して相対的に増大させるために、（Ａ
）電力需要者２０による受電電力を調整させるか、又は、（Ｂ）電力需要者２０による受
電電力及び電力供給者１０による供給電力の両方を調整させるか、又は、（Ｃ）電力供給
者１０による供給電力を調整させる。
【００３１】
〔（Ａ）電力需要者２０による受電電力を調整させる例〕
　図２は需給調整支援手段３５による調整支援処理の手法を説明するグラフであり、具体
的には、需給調整支援手段３５が、３０分という規定時間の満了時点での電力供給者１０
による供給電力量と電力需要者２０による受電電力量とを等しくさせる調整をどの発電所
１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２の組み合わせで行わせると発電コストの合計が最も
小さくなるのかを判定した結果として、「（Ａ）電力需要者２０による受電電力を増大調
整させる調整支援処理」を行なった場合の例である。
　図２の上図は、３０分という規定時間の１５分の段階での暫定供給電力量及び暫定受電
電力量を例示するグラフである。図２の下図は、３０分の規定時間が満了した時点での供
給電力量及び受電電力量を例示するグラフである。図２において実線で示すのは実際の電
力量であり、破線で示すのは３０分という規定時間の１５分の段階でのその後の電力量の
予測値である。
【００３２】
　先ず、需給調整支援手段３５は、図２の上図に示した、３０分という規定時間の１５分
の段階で、規定時間の満了時点での電力供給者１０による供給電力量と電力需要者２０に
よる受電電力量とを等しくさせるための調整を、どの発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電
設備２２の組み合わせで行わせると発電コストの合計が最も小さくなるのかを決定する。
図２に示した例では、需給調整支援手段３５は、図中に記載するように、「自家発電設備
２２の発電電力を△△ｋＷだけ減少調整させる」という受電電力の増大要求を決定する。
この結果は、上述したように、需給調整支援手段３５が、３０分という規定時間内での電
力供給者１０による供給電力量と電力需要者２０による受電電力量とを等しくするために
、電力供給者１０の発電所１１Ａ、１１Ｂの発電電力を減少させることで電力供給者１０
による電力系統１への供給電力を減少調整するときのコスト減少量と、電力需要者２０の
自家発電設備２２の発電電力を減少させることで電力需要者２０による電力系統１からの
受電電力を増大調整するときのコスト減少量との合計が最大になるように、各発電所１１
Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２に関する調整可能電力値と、記憶手段３４が記憶してい
る各発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２の発電コストに関する情報とに基づいて
、電力供給者１０による供給電力の減少調整値及び電力需要者２０による受電電力の増大
調整値を決定した結果として得られたものである。
　そして、需給調整支援手段３５は、調整を担うことを決定した自家発電設備２２に対し
て、要求する調整値（即ち、「△△ｋＷ」だけ減少）を伝達する。
【００３３】
　上述したような電力需要者２０による受電電力の増大調整が、規定時間の残り１５分以
後に行われると、図２の下図に示すように、電力需要者２０による受電電力量は、電力需
要者２０の自家発電設備２２の発電電力が減少するのに伴って、図２の上図に破線で示し
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た予測量よりも増大する。これに対して、電力供給者１０には供給電力の増減要求は伝達
されていないため、電力供給者１０による供給電力量は図２の上図に破線で示した予測量
と同じである。その結果、３０分の規定時間が満了した段階での電力需要者２０による受
電電力量と電力供給者１０による供給電力量とは等しくなっている。
【００３４】
〔（Ｂ）電力需要者２０による受電電力及び電力供給者１０による供給電力の両方を調整
させる例〕
　図３は、需給調整支援手段３５が、３０分という規定時間の満了時点での電力供給者１
０による供給電力量と電力需要者２０による受電電力量とを等しくさせる調整をどの発電
所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２の組み合わせで行わせると発電コストの合計が最
も小さくなるのかを判定した結果として、「（Ｂ）電力需要者２０による受電電力及び電
力供給者１０による供給電力の両方を調整させる調整支援処理」を行なった場合の例であ
る。
　図３の上図は、３０分という規定時間の１５分の段階での暫定供給電力量及び暫定受電
電力量を例示するグラフである。図３の下図は、３０分の規定時間が満了した時点での供
給電力量及び受電電力量を例示するグラフである。図３において実線で示すのは実際の電
力量であり、破線で示すのは３０分という規定時間の１５分の段階でのその後の電力量の
予測値である。
【００３５】
　需給調整支援手段３５は、図３の上図に示した、３０分という規定時間の１５分の段階
で、規定時間の満了時点での電力供給者１０による供給電力量と電力需要者２０による受
電電力量とを等しくさせるための調整を、どの発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２
２の組み合わせで行わせると発電コストの合計が最も小さくなるのかを決定する。図３に
示した例では、需給調整支援手段３５は、図中に記載するように、「自家発電設備２２の
発電電力を□□ｋＷだけ減少調整させる」という受電電力の増大要求、及び、「発電所１
１Ａの発電電力を○○ｋＷだけ減少調整させる」という供給電力の減少要求を決定する。
この結果も、上述したように、需給調整支援手段３５が、３０分という規定時間内での電
力供給者１０による供給電力量と電力需要者２０による受電電力量とを等しくするために
、電力供給者１０の発電所１１Ａ、１１Ｂの発電電力を減少させることで電力供給者１０
による電力系統１への供給電力を減少調整するときのコスト減少量と、電力需要者２０の
自家発電設備２２の発電電力を減少させることで電力需要者２０による電力系統１からの
受電電力を増大調整するときのコスト減少量との合計が最大になるように、各発電所１１
Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２に関する調整可能電力値と、記憶手段３４が記憶してい
る各発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２の発電コストに関する情報とに基づいて
、電力供給者１０による供給電力の減少調整値及び電力需要者２０による受電電力の増大
調整値を決定した結果として得られたものである。
　そして、需給調整支援手段３５は、調整を担うことを決定した自家発電設備２２に対し
て、要求する調整値（即ち、「□□ｋＷ」だけ減少）を伝達し、及び、調整を担うことを
決定した発電所１１Ａに対して、要求する調整値（即ち、「○○ｋＷ」だけ減少）を伝達
する。
【００３６】
　上述したような電力供給者１０による供給電力の減少調整及び電力需要者２０による受
電電力の増大調整が、規定時間の残り１５分以後に行われると、図３の下図に示すように
、電力供給者１０による供給電力量は、発電所１１Ａの発電電力が減少するのに伴って、
図３の上図に破線で示した予測量よりも減少し、及び、電力需要者２０による受電電力量
は、電力需要者２０の自家発電設備２２の発電電力が減少するのに伴って、図３の上図に
破線で示した予測量よりも増大する。その結果、３０分の規定時間が満了した段階での電
力需要者２０による受電電力量と電力供給者１０による供給電力量とは等しくなっている
。
【００３７】
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〔（Ｃ）電力供給者１０による供給電力を調整させる例〕
　図４は、需給調整支援手段３５が、規定時間の満了時点での電力供給者１０による供給
電力量と電力需要者２０による受電電力量とを等しくさせるための調整をどの発電所１１
Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２の組み合わせで行わせると発電コストの合計が最も小さ
くなるのかを判定した結果として、「（Ｃ）電力供給者１０による供給電力を調整させる
調整支援処理」を行なった場合の例である。
　図４の上図は、３０分という規定時間の１５分の段階での暫定供給電力量及び暫定受電
電力量を例示するグラフである。図４の下図は、３０分の規定時間が満了した時点での供
給電力量及び受電電力量を例示する。図４において実線で示すのは実際の電力量であり、
破線で示すのは３０分という規定時間の１５分の段階でのその後の電力量の予測値である
。
【００３８】
　需給調整支援手段３５は、図４の上図に示した、３０分という規定時間の１５分の段階
で、規定時間の満了時点での電力供給者１０による供給電力量と電力需要者２０による受
電電力量とを等しくさせるための調整を、どの発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２
２の組み合わせで行わせると発電コストの合計が最も小さくなるのかを決定する。図４に
示した例では、需給調整支援手段３５は、図中に記載するように、「発電所１１Ａの発電
電力を△△ｋＷだけ減少調整させる」という供給電力の減少要求を決定する。この結果も
、上述したように、需給調整支援手段３５が、３０分という規定時間内での電力供給者１
０による供給電力量と電力需要者２０による受電電力量とを等しくするために、電力供給
者１０の発電所１１Ａ、１１Ｂの発電電力を減少させることで電力供給者１０による電力
系統１への供給電力を減少調整するときのコスト減少量と、電力需要者２０の自家発電設
備２２の発電電力を減少させることで電力需要者２０による電力系統１からの受電電力を
増大調整するときのコスト減少量との合計が最大になるように、各発電所１１Ａ、１１Ｂ
及び自家発電設備２２に関する調整可能電力値と、記憶手段３４が記憶している各発電所
１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２の発電コストに関する情報とに基づいて、電力供給
者１０による供給電力の減少調整値及び電力需要者２０による受電電力の増大調整値を決
定した結果として得られたものである。
　そして、需給調整支援手段３５は、調整を担うことを決定した発電所１１Ａに対して、
要求する調整値（即ち、「△△ｋＷ」だけ減少）を伝達する。
【００３９】
　上述したような電力供給者１０による供給電力の減少調整が、規定時間の残り１５分以
後に行われると、図４の下図に示すように、電力供給者１０による供給電力量は、電力供
給者１０の発電所１１Ａの発電電力が減少するのに伴って、図４の上図に破線で示した予
測量よりも減少する。これに対して、電力需要者２０による受電電力量は図４の上図に破
線で示した予測量と同じである。その結果、３０分の規定時間が満了した段階での電力需
要者２０による受電電力量と電力供給者１０による供給電力量とは等しくなっている。
【００４０】
　上述したような電力需要者２０に対する受電電力の増大要求及び減少要求は、（ａ）自
家発電設備２２が直接制御される遠隔制御情報の形態で通信回線等を介して伝達される場
合、（ｂ）自家発電設備２２の運用者に対して、自家発電設備２２の運転変更を依頼する
形態で伝達される通信回線等を介して場合、（ｃ）自家発電設備２２の運用者が、自家発
電設備２２の発電電力を変更するように誘導する情報（例えば、発電電力の変更が金銭的
な特典に結びつくような情報など）の形態で通信回線等を介して伝達される場合などがあ
る。
　これに対して、電力供給者１０に対する供給電力の減少要求及び増大要求は、（ａ）発
電所１１Ａ、１１Ｂが直接制御される遠隔制御情報の形態で通信回線等を介して伝達され
る場合、（ｂ）発電所１１Ａ、１１Ｂの運用者に対して発電所１１Ａ、１１Ｂの運転変更
を依頼する形態で通信回線等を介して伝達される場合などがある。
【００４１】
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　以上のように、電力供給者１０が有する発電設備１１の発電電力を調整することで電力
供給者１０による電力系統１への供給電力を調整でき、且つ、電力需要者２０が有する自
家発電設備２２の発電電力を調整することで電力需要者２０による電力系統１からの受電
電力を調整できる。そして、需給調整支援手段３５が、電力供給者１０による電力系統１
への供給電力及び電力需要者２０による電力系統１からの受電電力の両方を調整対象とす
ることで、電力供給者１０による電力系統１への供給電力のみを調整対象する場合に比べ
て、確実に規定期間内の電力需要者２０による受電電力量と電力供給者１０による供給電
力量とを一致させることが容易になる。
【００４２】
＜第２実施形態＞
　上記実施形態では、電力需要者２０による受電電力量を調整するために自家発電設備２
２の発電電力を調整する例を説明したが、電力消費設備２１の消費電力を調整することで
電力需要者２０による受電電力量を調整することもできる。この場合、第１実施形態で説
明した自家発電設備２２の現在の発電電力、最低発電電力、最高発電電力は、電力消費設
備２１の現在の消費電力、最低消費電力、最高消費電力で置き換えればよい。電力消費設
備２１の現在の消費電力は、受電電力検出手段３２で検出される受電電力から発電電力検
出手段３３で検出される発電電力を減算することで導出できる。また、第１実施形態で説
明した自家発電設備２２の発電コストは、電力消費設備２１において単位電力を増減調整
する対価として要求するコストとすればよい。
【００４３】
＜別実施形態＞
＜１＞
　上記実施形態では、規定時間内での電力供給者１０による電力系統１への供給電力量と
電力需要者２０による電力系統１からの受電電力量とを等しくさせるための調整支援処理
をリアルタイム（実時間）で行なう例を説明したが、例えば前日等の事前段階で各発電所
１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２の運転計画を作成し、実時間ではその運転計画に従
って各発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２の運転を開始してもよい。
【００４４】
　記憶手段３４は、電力需要者２０の電力消費設備２１に関して、例えば過去の規定時間
毎の消費電力量を記憶する。また、記憶手段３４は、電力供給者１０の各発電所１１Ａ、
１１Ｂに関して並びに電力需要者２０の自家発電設備２２に関して、最高発電電力（例え
ば、定格発電電力）及び最低発電電力、並びに、発電電力に対する発電コストを記憶する
。
　需給調整支援手段３５は、電力需要者２０の電力消費設備２１に関して、将来の特定の
規定時間内での予測消費電力量を、記憶手段３４に記憶されている過去の消費電力量に関
する情報に基づいて予測する。
　需給調整支援手段３５は、電力供給者１０の発電所１１Ａ、１１Ｂに関して並びに電力
需要者２０の自家発電設備２２に関して、将来の上記特定の規定時間内での最高発電電力
量（例えば定格発電電力で規定時間だけ発電運転した場合の電力量）を、記憶手段３４に
記憶されている電力供給者１０の発電所１１Ａ、１１Ｂの定格発電電力及び電力需要者２
０の自家発電設備２２の定格発電電力に基づいて導出する。また、需給調整支援手段３５
は、電力供給者１０の太陽光発電所１１Ｃに関しては、上記特定の規定時間で予測される
気候に応じて、その特定の規定時間内での予測発電電力量を決定する。
【００４５】
　以上の結果、需給調整支援手段３５は、将来の上記特定の規定時間内での電力供給者１
０による電力系統１への供給可能電力量（＝発電所１１Ａ、１１Ｂの最高発電電力量＋太
陽光発電所１１Ｃの予測発電電力量）を導出でき、それを計画供給電力量とする。同様に
、需給調整支援手段３５は、将来の上記特定の規定時間内での電力需要者２０による電力
系統１からの予測受電電力量（＝電力消費設備２１の予測消費電力量－自家発電設備２２
の最高発電電力量）を導出でき、それを計画受電電力量とする。尚、電力需要者２０から
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電力系統１への電力の供給、即ち逆潮流を行なわない場合には、「予測受電電力≧０」と
いう制約条件を満たす必要がある。
【００４６】
　次に、需給調整支援手段３５は、将来の上記特定の規定時間内での、電力供給者１０に
よる電力系統１への計画供給電力量と、電力需要者２０による電力系統１からの計画受電
電力量とを比較し、（ｉ）計画供給電力量の方が計画受電電力量よりも多いのか、又は、
（ｉｉ）計画受電電力量の方が計画供給電力量よりも多いのか、又は、（ｉｉｉ）計画受
電電力量と計画供給電力量とが等しいのか、を判定する。
【００４７】
　そして、需給調整支援手段３５は、将来の上記特定の規定時間内での、電力供給者１０
による電力系統１への計画供給電力量と、電力需要者２０による電力系統１からの計画受
電電力量とが等しくなるように、電力供給者１０の発電所１１Ａ、１１Ｂの計画発電電力
、及び、電力需要者２０の自家発電設備２２の計画発電電力を必要に応じて調整し、電力
供給者１０の発電所１１Ａ、１１Ｂの計画発電電力、及び、電力需要者２０の自家発電設
備２２の計画発電電力を決定する。このとき、需給調整支援手段３５は、電力供給者１０
の発電所１１Ａ、１１Ｂでの発電コスト及び電力需要者２０の自家発電設備２２での発電
コストの合計が最も小さくなるように、電力供給者１０の発電所１１Ａ、１１Ｂの計画発
電電力、及び、電力需要者２０の自家発電設備２２の計画発電電力を調整する。そして、
需給調整支援手段３５が、決定した電力供給者１０の発電所１１Ａ、１１Ｂの計画発電電
力を電力供給者１０に対して事前に伝達し、及び、決定した電力需要者２０の自家発電設
備２２の計画発電電力を電力需要者２０に対して事前に伝達することで、実時間ではその
運転計画に従って各発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２の運転が行なわれること
となる。
【００４８】
　尚、上述したような事前段階での各発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２の運転
計画の作成を複数回繰り返してもよい。例えば、予測される気候は将来の上記特定の規定
時間に近づくほど精度が高くなるため、予測される気候に応じて導出される太陽光発電所
１１Ｃの予測発電電力量もその特定の規定時間に近づくほど精度が高くなる。従って、上
述したような事前段階での各発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２の運転計画の作
成を複数回繰り返した上で、その運転計画に従って各発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電
設備２２の運転を行なわせることで、例えば３０分という規定時間の１５分の段階での暫
定供給電力量と暫定受電電力量との偏差を小さくできる。
【００４９】
＜２＞
　上記実施形態では、電力託送支援装置３０が、電力供給者１０及び電力需要者２０とは
別に設置された構成の電力需給システムＳを例示したが、電力需給システムＳの構成は適
宜変更可能である。例えば、電力託送支援装置３０が電力供給者１０と一体に設けられて
いてもよい。つまり、特定規模電気事業者等の電力供給者１０自身が、上述したような調
整支援処理を行ってもよい。
　また、上記実施形態では、電力供給者１０が発電設備１１として２機の発電所１１Ａ、
１１Ｂと１機の太陽光発電所１１Ｃとを有し、電力需要者２０が１機の電力消費設備２１
と１機の自家発電設備２２とを有する例を説明したが、電力供給者１０が有する発電設備
１１の構成内容及び電力需要者２０が有する電力消費設備２１と自家発電設備２２との構
成内容は適宜変更可能である。
　更に、上記実施形態では、電力需給システムＳが、一つの電力供給者１０と一つの電力
需要者２０とを有する例を説明したが、電力供給者１０及び電力需要者２０の数は適宜変
更可能である。例えば、電力需給システムＳが、一つ又は複数の電力供給者１０と一つ又
は複数の電力需要者２０と電力託送支援装置３０とを有し、その電力託送支援装置３０が
、一つ又は複数の電力供給者１０による供給電力と一つ又は複数の電力需要者２０による
受電電力とを調整してもよい。
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【００５０】
＜３＞
　上記実施形態では、記憶手段３４が電力供給者１０及び電力需要者２０から発電コスト
に関する情報を予め記憶しておき、需給調整支援手段３５が、記憶手段３４に記憶されて
いるその情報を参照して調整支援処理を行なう例を説明したが、発電コストに関する情報
は必要に応じて電力託送支援装置３０から電力供給者１０及び電力需要者２０へ問い合わ
せを行なって収集するように構成してもよい。
【００５１】
＜４＞
　上記実施形態では、需給調整支援手段３５が、３０分という規定時間の中の１５分の段
階で上記調整支援処理を行なう例を説明したが、調整支援処理を行なうタイミング及び回
数は適宜変更可能である。
【００５２】
＜５＞
　上記実施形態では、電力需要者２０の自家発電設備２２が、例えばコージェネレーショ
ン装置など、発電電力が可変の設備である場合について例示したが、その他の装置に置き
換えることもできる。例えば、自家発電設備２２の代わりに蓄電装置を設置し、その蓄電
装置の充放電電力を調整することで、上述したような電力需要者２０の受電電力の調整を
行うこともできる。
【００５３】
＜６＞
　上記実施形態では、規定時間内での電力供給者１０による供給電力量と電力需要者２０
による受電電力量とを等しくさせる調整支援処理を行なうために、電力供給者１０（発電
所１１Ａ、１１Ｂ）及び電力需要者２０（自家発電設備２２）に関する調整可能電力値及
び発電コストという基準を用いて、どの発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２の組
み合わせに対してどれだけの調整電力値を要求するのかを決定する例を説明したが、他の
基準でどの発電所１１Ａ、１１Ｂ及び自家発電設備２２の組み合わせに対してどれだけの
調整電力値を要求するのかを決定してもよい。例えば、上記調整支援処理のために、少な
くとも電力需要者２０による受電電力量の調整が利用されるようにしてもよい。この場合
、少なくとも電力需要者２０による受電電力量の調整を利用して上記調整支援処理が行な
われるため、この調整支援処理を行なう際に利用される電力供給者１０による供給電力量
を相対的に減少させることができる。
【産業上の利用可能性】
【００５４】
　本発明は、同時同量制御が確実に実施される電力託送を支援する電力託送支援装置に利
用できる。
【符号の説明】
【００５５】
１　電力系統
１０　電力供給者
１１　発電設備
１１Ａ　発電所
１１Ｂ　発電所
１１Ｃ　太陽光発電所
２０　電力需要者
２１　電力消費設備
２１Ａ　電力消費設備
２１Ｂ　電力消費設備
２２　自家発電設備
３０　電力託送支援装置
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３１　供給電力検出手段
３２　受電電力検出手段
３５　需給調整支援手段

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】
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